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令和２年１２月２８日

人 事 院 事 務 総 長

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技

大会特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係人事院事

務総長通知の一部改正について（通知）

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措

置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第６８号）の施行に伴い、下記に掲

げる人事院事務総長通知の一部をそれぞれ次のとおり改正したので、令和２年１

２月２８日以降は、これによってください。

記

１ 職員の公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会

への派遣の運用について（平成２７年６月２４日人企―８１２）

前書き中「平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競

技大会特別措置法」を「令和三年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピ

ック競技大会特別措置法」に、「平成三十二年オリンピック・パラリンピック

特措法」を「令和三年オリンピック・パラリンピック特措法」に改める。

平成三十二年オリンピック・パラリンピック特措法第１７条関係を令和三年

オリンピック・パラリンピック特措法第１７条関係とする。



規則第９条関係第１号及び第２号並びに規則第１１条関係中「平成三十二年

オリンピック・パラリンピック特措法」を「令和三年オリンピック・パラリン

ピック特措法」に改める。

２ 次に掲げる人事院事務総長通知の規定中「平成三十二年東京オリンピック競

技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法」を「令和三年東京オリンピ

ック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措置法」に改める。

一 給実甲第２８号（一般職の職員の給与に関する法律の運用方針）第１条関

係第１１号

二 給実甲第６６０号（単身赴任手当の運用について）規則第５条関係第１項

三 職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（平成６年７月２７日職職

―３２８）第１３の第４項

３ 次に掲げる人事院事務総長通知の規定中「平成三十二年オリンピック・パラ

リンピック特措法」を「令和三年オリンピック・パラリンピック特措法」に改

める。

一 給実甲第１５１号（通勤手当の運用について）第１６条関係第２項第３号

二 給実甲第２２０号（期末手当及び勤勉手当の支給について）第２項第４号

及び第３３項

三 給実甲第４３４号（住居手当の運用について）規則第４条関係第５項

４ 給実甲第１９２号（復職時等における号俸の調整の運用について）

前書き中「平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競

技大会特別措置法」を「令和三年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピ

ック競技大会特別措置法」に、「平成三十二年オリンピック・パラリンピック

特措法」を「令和三年オリンピック・パラリンピック特措法」に改める。

第二の第１項中「平成三十二年オリンピック・パラリンピック特措法」を「

令和三年オリンピック・パラリンピック特措法」に、「平成三十二年オリンピ

ック・パラリンピック組織委員会派遣」を「令和三年オリンピック・パラリン



ピック組織委員会派遣」に改め、第二の第２項中「平成三十二年オリンピック

・パラリンピック組織委員会派遣」を「令和三年オリンピック・パラリンピッ

ク組織委員会派遣」に改める。

５ 給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運

用について）

第３７条関係第１２項⑵中「平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京

パラリンピック競技大会特別措置法」を「令和三年東京オリンピック競技大会

・東京パラリンピック競技大会特別措置法」に、「平成三十二年オリンピック

・パラリンピック特措法」を「令和三年オリンピック・パラリンピック特措法

」に改め、同項 中「平成三十二年オリンピック・パラリンピック特措法」を( )22

「令和三年オリンピック・パラリンピック特措法」に改める。

以 上


